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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景 

■人口減少社会の到来

厚生労働省によれば、全国の合計特殊出生率※は、過去最低まで落ち込んだ平成 17 年の

1.26 から緩やかに増加で推移し、平成 25 年では 1.43 となっています。しかしながら、出

生数は過去最少を記録し、平成 17 年から続く人口減少社会は、その幅を拡大させています。 

国立社会保障・人口問題研究所が平成 24 年１月に発表した「日本の将来人口推計」（出生・

死亡とも中位仮定）によると、平成 22 年に１億 2,806 万人であった総人口は、20 年後の

平成 42 年には 1,144 万人減少し、１億 1,662 万人になると見込まれています。また、こ

の減少のうちの 42%は 14 歳以下の年少人口の減少によるものです。 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの。1人の女性が一生に産む子ども

の数とされる。 

■子どもの育ち、子育てをめぐる環境

近年、核家族化や地域のつながりの希薄化が進み、身近な親族や近隣の住民等から、日々

の子育てに対する助言や支援を得ることが少なくなっているなど、子育てをめぐる地域や家

庭の状況は変化しています。また、現在の子どもの保護者等は、兄弟姉妹の数が少ないため

に、乳幼児と触れ合う経験が乏しいまま親になることが増えている現状がうかがえます。 

さらには、少子化により、子どもの数の減少とともに兄弟姉妹の数も減少しており、乳幼

児期に異年齢の中で育つ機会が減少しているなど、子どもの育ちをめぐる環境も変容してい

ます。 

他方、社会状況をみると、経済状況や企業経営を取り巻く環境は厳しく、若年男性をはじ

めとする非正規雇用の割合は高まりながら、子育て期にある 30 代及び 40 代の男性の長時

間労働者の割合は高い水準にあります。このため子育て期の父親の家事・育児にかかわる時

間は、父親の子育てへの参画に関する意識や意欲は高まってきているものの、少ない時間に

とどまっています。 

こうした中、共働き家庭が増える一方で、就労の継続を希望しながらも、仕事と子育ての

両立が困難であるとの理由により、出産を機に退職する女性が少なからず存在しているなど
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出産に伴う女性の就労継続も依然として厳しい状況にあります。また、女性の活力による経

済社会の活性化の視点から、仕事と子育ての両立を支援する環境の整備が求められているに

もかかわらず、都市近郊を中心に、依然として待機児童が多くなり、とくに低年齢児からの

利用希望が多くなっています。また、出産後育児休業を長く取得せず職場復帰する傾向が多

くなっています。 

このような子育て家庭を取り巻く環境の変化によって、就労の有無や状況にかかわらず、

子育ての負担や不安、孤立感が高まっています。こうした状況の中、子どもの心身の健やか

な発達を妨げ、ひいては生命をも脅かす児童虐待の発生も増加しています。 

■子ども・子育てを支援する新たな制度の創設

国では、子ども・子育て支援が充実した社会を実現するために、総合的かつ長期的な少子

化への対処するための少子化社会対策基本法（平成 15 年法律第 133 号）や子どもたちが健

やかに生まれ育つ環境づくりを集中的、計画的に進めるための次世代育成支援対策推進法（平

成 15 年法律第 120 号）等を制定し、平成 24 年 8 月には、質の高い幼児期の学校教育・

保育の総合的な提供、保育の量的拡大及び確保並びに地域における子ども・子育て支援の充

実等を図るため、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）の

制定のほか、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以

下「認定こども園法」という。）の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 66 号）及び児童

福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）の改正を含めた認定こども園法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律（平成 24 年法律第 67 号）を制定し、子ども・子育てを支援する新た

な制度を創設しました。 

法では、市町村（特別区を含む。）は、子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支

援事業を総合的かつ計画的に行うこととし、国及び都道府県は、当該給付及び当該事業が適

正かつ円滑に行われるよう必要な各般の措置を講じなければならないこととされています。 

特に、子ども・子育て支援給付に係る教育・保育（法第 14 条第 1 項に規定する教育・保

育をいう。以下同じ。）及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等を図るため、市

町村は市町村子ども・子育て支援事業計画（法第 61 条第 1 項に規定する市町村子ども・子

育て支援事業計画をいう。）を策定することとされています。 
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■次世代育成支援対策推進法等の一部改正

国では、急激な少子化の進行に対応するため、平成 15 年 7 月に、次世代育成支援対策推

進法を制定し、次代の社会を担う子どもの健全な育成を社会全体で迅速かつ重点的に支援す

るため、平成 17 年 4 月 1 日から 10 年間（平成 27 年 3 月 31 日まで）の時限立法で施行

されました。この法律の取組により、仕事と子育てが両立できる雇用環境の整備等、一定程

度推進されましたが、職場・地域における子育て環境の整備など、子どもが健やかに生まれ、

育成される環境をさらに改善することが必要となっています。このため、国では、次世代育

成支援対策推進法の有効期限の延長（平成 37 年 3 月 31 日まで 10 年間の延長）、一般事業

主行動計画の策定・届出義務に係る特例措置の創設、母子家庭及び父子家庭に対する支援の

拡充、児童扶養手当と年金の併給調整の見直し等の所要の措置を講ずることとなりました。 

２ 計画策定の趣旨 

本町では、すべての子どもが乳幼児期に異年齢の中で育つ機会を充実し、保護者等が安心

して子育てができる環境をつくるため、法に基づき、幼児期の学校教育・保育及び地域の子

ども・子育て支援を総合的に実施する主体となります。また、事業を実施する中で、「子ども

の最善の利益」の実現を目指し、子ども・子育て支援の質を確保しながら、地域の実情に応

じた取組みを関係機関と連携しながら行っていきます。 

そして、地域及び社会全体が、子育て中の保護者の気持ちを受け止め、寄り添い、支える

ことを通じて、家庭における子育ての負担や不安、孤立感を和らげ、男女ともにしっかりと

子どもと向き合い、子育てに喜びや生きがいを感じ、未来の社会を創り、担う存在である全

ての子どもが大事にされ、健やかに成長できるような社会を実現していきます。 

これまで本町では、平成 17 年 3 月に「小川町次世代育成支援行動計画（前期計画）」、平

成 22 年 3 月に同計画の後期計画を策定し、「豊かな大地に輝く笑顔 地域が育む 小川町」

を基本理念として、次代の社会を担う子どもたちの子育てを、社会全体で応援することを目

標とし、住民・地域・事業者など地域の連携・協働により、安心して子どもを産み、子育て

できるまちづくりを進めてきました。 

子どもの育ちや子育てが置かれている環境が大きく変化する中、本町においては法に基づ

き、質の高い幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業等を提供するとともに、

「小川町次世代育成支援行動計画（後期計画）」の事業を引き続き推進するために、「小川町

子ども・子育て支援事業計画」を策定したものです。 
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■子ども・子育て支援（新制度）の意義

子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力です。にもかかわらず、子どもの

育ちや子育てをめぐる状況は、より一層厳しさを増し、結婚や出産に希望を持ちな

がら、その実現をあきらめる人々や、悩みや不安を抱えながら子育てを行っている

人々がいます。 

子どもの健やかな育ちと子育てを支えることは、一人一人の子どもや保護者等の

幸せにつながることはもとより、将来の我が国の担い手育成の基礎をなす重要な未

来への投資であり、社会全体で取り組むべき最重要課題の一つです。また、親自身

が、周囲から様々な支援を受けながら実際に子育てを経験することで、親として成

長していく「親育ち」の過程も、地域関係の希薄化が進む中、社会全体で支援して

いくことが必要とされています。 

このような状況に鑑みれば、行政が、子ども・子育て支援を質・量ともに充実さ

せるとともに、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野におけるすべ

ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、協働し、

それぞれの役割を果たすことが必要です。そうした取組みを通じ、家庭を築き、子

どもを産み育てるという人々の希望がかなえられるとともに、すべての子どもが健

やかに成長できる社会を実現していかなければなりません。 

子ども・子育て支援法（平成 24 年 8月 22 日法律第 65 号） 

（目的） 

第１条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取

り巻く環境の変化に鑑み、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）その他の子ど

もに関する法律による施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども

及び子どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健

やかに成長することができる社会の実現に寄与することを目的とする。 
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３ 計画の全体像 

子ども・子育て支援新制度は、子ども・子育て関連 3 法に基づく制度であり、「質の高い

幼児期の学校教育、保育の総合的な提供」とともに、「保育の量的拡大・確保、教育・保育の

質的改善」、「地域の子ども・子育て支援の充実」を目的とした制度です。 

子ども・子育て関連 3 法 

○子ども・子育て支援法

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認定こども

園法）の一部を改正する法律

○児童福祉法の改正を含めた子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育・保

育等の総合的な提供の推進に関する法律（認定こども園法）の一部を改正する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（１）子ども・子育て支援制度の内容 

■質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供

・幼稚園と保育所の機能を併せ持つ「認定こども園※制度」が改善されます。具体的には、

幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督を一本化し、施設を設置するため

の手続きを簡素化することや財政措置の見直しを行うことで幼保連携型認定こども園

の普及促進を図るものです。 

※認定こども園の種類は、「幼保連携型」「幼稚園型」「保育所型」「地方裁量型」の 4 種類 

■保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善

・地域のニーズを踏まえた「子ども・子育て支援事業計画」を策定します。

・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育

等への給付（「地域型保育給付」）の創設により保育の量的拡大を図ります。 

・幼稚園教諭・保育士等の人材確保、職員の処遇や配置の改善などを図り、教育・保育

の質的改善を図ります。 
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■地域の子ども・子育て支援の充実

・すべての子育て家庭の多様なニーズに対応するため、放課後児童クラブや地域子育て

支援拠点事業など既存の事業の充実を図るとともに、教育・保育などの施設や子育て

支援事業などの情報提供、相談・助言などを行う利用者支援事業等新たな事業を創設

します。 

（２）新制度における事業の全体像 

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業

■施設型給付
　認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付

■地域型保育給付
　小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

①利用者支援事業【新規】
②地域子育て支援拠点事業
③妊婦健康診査
④乳児家庭全戸訪問事業
⑤-1養育支援訪問事業
⑤-2子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
⑥子育て短期支援事業
⑦ファミリー・サポート・センター事業
⑧一時預かり事業
⑨延長保育事業
⑩病児・病後児保育事業
⑪放課後児童クラブ
⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】
⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
　 【新規】

■児童手当

４ 計画の対象 

障がい、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い

子どもやその家族を含め、すべての子どもや子育て家庭を対象とします。 

５ 計画の期間 

計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 か年とします。 

小川町子ども・子育て支援事業計画

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

小川町次世代育成支援行動計画（後期）

必要により見直し

計画
策定

策定義務は任意化されたが、本町では後期計画を基に
引き続き継続する。
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６ 他の計画との調和等 

本計画は、本町のまちづくりの最上位計画である「小川町第 4 次総合振興計画」に基づく

部門別計画として、小川町次世代育成支援行動計画（平成 17 年度から平成 26 年度まで）

に位置づけた施策や事業の課題や評価を反映し、その内容を引き継ぐとともに、法の規定に

より、子ども・子育て支援事業に関する事項を定めるものです。また、国、県や本町の関連

計画等との調和が保たれたものとします。 

国の法・関連計画

食育推進基本計画

障害者基本計画

健康日本21

健やか親子21

小川町第４次総合振興計画

小
川
町
健
康
増
進
計
画
・食
育
推
進
計
画

小
川
町
障
害
者
計
画
・障
害
福
祉
計
画

小
川
町
子
ど
も
・子
育
て
支
援
事
業
計
画

小
川
町
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

介
護
保
険
事
業
計
画

その他の本町の
関連計画

・おがわ男女共同参画推進プラン　等

県の関連計画
埼玉県子ども・子育て支援事業計画

埼玉県障害者支援計画

健康埼玉21・埼玉県健康長寿計画 　

埼玉県地域福祉支援計画 等




